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令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

１ 調査研究の背景
【社会教育主事の配置状況】

【「社会教育士」制度】
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平成８年度 6,796人

令和６年度 1,481人

総職員数に占める割合は5.3％
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令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

【社会教育人材の養成及び活躍促進の在り方について（最終まとめ）
（令和６年６月中央教育審議会生涯学習分科会社会教育人材部会）】

○社会教育人材の養成の在り方
・(講習・養成課程の修了後においても､）多様な研修機会等の確保や社会教育人材ネット
ワークの活用を通じて社会教育人材の資質の向上を図り、その活動を促進していくことが
重要

○社会教育主事の配置促進
・国は、市町村における社会教育主事の配置の好事例等を周知し、社会教育主事の専門職と
しての有用性について改めて理解増進を図る必要
・地方公共団体における社会教育人材の計画的な育成のため、国は任用予定者の受講枠の確
保、講習の受講促進、定員増加等を進め、社会教育主事の配置を促していく必要

○社会教育士の活躍事例の収集やロールモデルの提示
○社会教育士の認知度向上やその有用性の周知、活躍場所の拡大
・国は、社会教育士の称号取得者等の地域学校協働活動推進員等としての登用等を促す必要
・指定管理の社会教育施設が、公募の際に社会教育主事の有資格者がいることを選択的条件
等とすることや、社会教育士を称する際に自らの専門性を付記することも有効

○社会教育人材のネットワーク化
・社会教育人材ネットワークは、全国規模、都道府県・市町村等の地域単位、自発的な「同
窓会型」等、機能毎に複層的に構築することが重要
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【社会教育主事の配置に関する状況と活躍促進に関する基礎調査】
（令和５年度実施）

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

現在の各都道府県、市区町村の社会教育主事の配置状況、社会教育主事・社会教育士
の活躍に関する実態等について調査
【対象】
・都道府県・市（区）町村教育委員会社会教育主管課長
・社会教育主事発令者（令和５年５月１日現在発令者）
・令和２～４年度に社会教育実践研究センターで社会教育主事講習を修了した方

●各自治体の教育委員会事務局において、社会教育主事の有用性が理解され
ていない。
●社会教育士が活躍できる環境が各自治体において、整備されていない。
●各自治体の教育委員会事務局において、社会教育主事としての知見の蓄積
ができていない。

○地域コミュニティを支える社会教育人材（社会教育主事・社会教育士）が
専門性を発揮して活躍する場面とはどのような場面か。
○社会教育主事としての知見を蓄積するためには、どのようなシステム
（ネットワーク）が必要であるか。

【見えてきた課題】

【課題解決のための論点】
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２ 調査研究の目的

  社会教育の担い手である社会教育主事・社会教育士につ

いて、社会教育主事の役割や職務、また、社会教育士への

期待及び活躍状況等の実態を把握し、社会教育主事の配置

の必要性や社会教育士の活躍場面等を明らかにする。

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」
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＜調査研究委員＞（○は委員長）

青 山 鉄 兵 文教大学准教授

神 田 雅 貴 埼玉県川島町教育委員会生涯学習課長

郡 谷 寿 英 北海道科学大学講師

志々田 まなみ 国立教育政策研究所生涯学習政策研究部総括研究官

鈴 木 昭 博 茨城県水戸生涯学習センター次長兼企画振興課長

二 宮 伸 司 鳥取県南部町教育委員会教育長

○馬 場 祐次朗 全国視聴覚教育連盟会長

（以上、五十音順）

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」
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３ 調査研究の方向性

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

実態把握

現状と課題の
分析

好事例の把握

調査の集計

質問紙調査により、好事例の収集や分析につながる現状を把握する。

集計結果を中間報告にまとめ、ヒアリング調査先を選考する。

ヒアリング調査により、社会教育主事・社会教育士の活躍場面を
把握する。
ヒアリング先（案）
・人づくりが地域づくりに結びついている自治体
・社会教育主事と社会教育士が連携・協働している自治体
・社会教育主事としての知見が継承されている自治体
・首長部局において社会教育士が活躍している自治体

ヒアリング調査の結果から、社会教育主事・社会教育士の現状を
分析し、課題を明らかにするとともに、今後求められる活躍場面
とその必要性について整理する。

調査結果及び分析結果を報告書にまとめ、適切な社会教育主事の
配置、社会教育士の活躍に向けて、全国の自治体での活用を促す。

報告書の
作成・発信
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４ 質問紙調査について（調査実施期間:令和７年３月17日～４月10日）

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

①都道府県主管課調査【調査票１】 〈回答数：47都道府県〉

対 象：都道府県生涯学習・社会教育主管課（47都道府県）
回答者：１名（課室長級以上又は、課長補佐級）
方 法：全数調査、任意調査

②市区町村主管課調査【調査票２】 〈回答数：591自治体〉

対 象：市区町村生涯学習・社会教育主管課（912自治体）
ⅰ）指定都市・特別区  43自治体      
ⅱ）中核市・施行時特例市          85自治体
ⅲ）中都市（10万人以上） 122自治体
ⅳ）小都市（10万人未満）        276自治体
ⅴ）町村 386自治体

回答者：１名（課室長級以上又は、課長補佐級）
方 法：標本調査（サンプル調査）、任意調査
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令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

③都道府県発令者及び担当者調査【調査票３】 〈回答数：207名〉

対 象：都道府県生涯学習・社会教育主管課の社会教育主事発令者及び社会
教育の事業を担当する者 （以下、「社会教育担当者」という。）

回答者：５名
※回答者優先順

１社会教育主事発令者
２学校教育との連携を担当する者（地域学校協働活動等）
３社会教育の事業を担当する者

方 法：標本調査（サンプル調査）、任意調査

④市区町村発令者及び担当者調査【調査票４】 〈回答数：1120名〉

対 象：②で対象となった市区町村生涯学習・社会教育主管課の社会教育主
事発令者及び社会教育の事業を担当する者

（以下、「社会教育担当者」という。）
回答者：３名

※回答者優先順
１社会教育主事発令者
２学校教育との連携を担当する者（地域学校協働活動等）
３社会教育の事業を担当する者

方 法：標本調査（サンプル調査）、任意調査
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令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」

⑤社会教育士対象調査【調査票５】 〈回答数：121名〉

対 象：社会教育士の称号を取得されている方又は現在社会教育主事の
発令がされていない社会教育主事講習又は社会教育主事養成課
程修了者

回答者：・令和５年度に（社会教育実践研究センターで）社会教育主事
講習［B］を修了した方
・社会教育士noteのリンクから回答できる方
・都道府県社会教育人材ネットワーク参加者 等 

方 法：任意調査
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令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」
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５ 質問紙調査結果（調査票１、２）
【社会教育主事の配置状況】

42.3%

34.7%

23.0%

市区町村（n=591）

配置なし（n=250）

単数配置（n=205）

複数配置（n=136）

2.1%

8.5%

89.4%

都道府県（n=47）

配置なし（n=1）

単数配置（n=4）

複数配置（n=42）

社会教育主事を複数配置している都道府県は約９割。
社会教育主事を配置していない市区町村は42.3％
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５ 質問紙調査結果（調査票２）
【自治体規模別社会教育主事の配置状況（市区町村）】

令和６～８年度 社会教育活動の実態に関する基本調査事業

「社会教育主事と社会教育士等の配置・在り方に関する調査研究」
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市区町村では、自治体の規模が大きいほど、複数配置が
進んでいる。
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14

５ 質問紙調査結果（調査票３、４）
【社会教育担当者の公務員採用時の職】

11.6%

87.9%

0.5%

都道府県（n=207）

行政職（n=24)

教職員（n=182）

無回答（n=1）

84.7%

15.0%

0.3%

市区町村（n=1120)

行政職（n=949)

教職員（n=168）

無回答（n=3）

都道府県では87.9％が教職員として採用、市区町村では
84.7％が行政職として採用されている。
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15

５ 質問紙調査結果（調査票３）
【社会教育担当者の公務員採用時の職と任用資格及び発令の有無（都道府県）】

行政職は、半数が社会教育主事の任用資格がない。
教員職は、約６割に任用資格があり、社会教育主事の発令が
されている。

41.7%

8.3%

50.0%

行政職（n=24）

資格あり、発令あり

資格あり、発令なし

資格なし

60.2%

27.6%

12.2%

教職員（n=181）

資格あり、発令あり

資格あり、発令なし

資格なし
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５ 質問紙調査結果（調査票４）
【社会教育担当者の公務員採用時の職と任用資格及び発令の有無（市区町村）】

市区町村の行政職においては、都道府県と比較して、社会教育主事
の任用資格があり、発令がされている割合が約８ポイント低い。
また、社会教育主事の任用資格がない教職員の割合が約15ポイン
ト高い。

34.0%

12.9%

53.2%

行政職（n=948）

資格あり、発令あり

資格あり、発令なし

資格なし

61.3%

11.3%

27.4%

教職員（n=168）

資格あり、発令あり

資格あり、発令なし

資格なし
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５ 質問紙調査結果（調査票４）
【取り組んでいる職務についての調査項目（市区町村）】※当てはまるもの全てに〇

職務 調査項目

学習課題・
ニーズの把握

既存の統計資料等からの情報収集 各種協議会等における意見聴取や協議の場の設定

地域の学習機関の事業内容の把握 ICTを活用した意見の受付

アンケート等の調査の実施 学習相談の実施

教育資源・
人材把握

他部局や地域団体等が実施する研修会や交流会等への参加 資料やインターネットを活用した情報収集

地域行事への参加・協力 関係者のネットワークづくり

質問紙、ヒアリング、ICTを活用する等した調査の実施 地域の探索

環境醸成・
体制づくり

社会教育関係者からの相談対応 地域リーダーや指導者の養成・育成

社会教育に関係する職員、団体の指導者等が開催する各種講座や集
会等の支援

社会教育の関係者のネットワークづくり

学習プログラムや学習方法の開発・編成 他部局、NPO、民間企業等の多様な主体との連携

学習サークルや社会教育関係団体等の組織化・活動支援 市町村の社会教育所管部局への助言・協力

学習意欲の喚起や学習活動の促進のための普及・啓発

学校教育との連携

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に係る業務
（体制整備、人材の育成・配置、熟議の実施・支援など）

学校教育所管課が実施する研修会や交流会への参加

放課後子供教室等の教育課程外の学習支援の実施・運営 ゲストティーチャー等として学校の授業への参加

PTA活動への助言 学校行事への参加・協力

部活動の地域連携や地域クラブ活動への展開 学校の求めに応じ、地域資料の提供や地域人材の紹介

学校図書館との連携事業 定期的な学校訪問

不登校や貧困等の課題を抱える子供たちへの支援
ボランティア活動などの社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体
験活動の機会の提供

社会教育・社会教育事業に関する教職員対象の研修会の実施 学校における探究的な学習への支援
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５ 質問紙調査結果（調査票４）
【任用資格の有無・発令の有無と職務内容（市区町村）】

有資格者、発令者の方が、多岐にわたる職務内容に
取り組んでいる。

46.0%
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発令の有無と職務内容
発令あり（n=４２７）

発令なし（n=６８９）
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５ 質問紙調査結果（調査票４）
【任用資格の有無・発令の有無と研修参加（市区町村）】

有資格者、発令者の方が、研修に多く参加している。

資格の有無と研修参加の割合

資格あり（n=568)

資格なし（n=545)

発令の有無と研修参加の割合

職務としての
研修参加

自主的な
研修参加
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1回発令あり（n=310）

2回以上発令あり（n=１１７）

職務としての
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自主的な
研修参加
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５ 質問紙調査結果（調査票５）
【称号取得後の活動及び社会教育主事との連携】

約８割が称号を生かした活動ができている。
社会教育主事と連携した取組を行っている社会教育士は約３割

79.3%

20.7%

「社会教育士」の称号を生かした

活動の有無（n=121）

はい（n=96）

いいえ（n=25）

29.8%

70.2%

活動している地域の社会教育主事と

連携した取組の有無（n=121）

行っている（n=36）

行っていない（n=85）
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48.9%

51.1%

都道府県（n=47）

ある（n=23） ない（n=24）
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５ 質問紙調査結果（調査票１、２）
【社会教育人材ネットワークの状況】

行政主導の社会教育人材のネットワークの有無

都道府県の約半数には行政主導のネットワークがある。
一方、市区町村は約６％

5.9%

93.7%

0.3%

市区町村（n=59１）

ある（n=35） ない（n=554） 無回答（n=２）
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５ 質問紙調査結果（調査票１、２）
【社会教育人材ネットワークの状況】

46.8%

12.8%

40.4%

都道府県（n=47）

ある（n=22） ない（n=6） わからない（n=19）

社会教育人材の自発的なネットワークの有無

3.0%

54.6%

41.8%

0.5%

市区町村（n=591）

ある（n=18） ない（n=323）

わからない（n=247） 無回答（n=3）

自発的なネットワークの構築も、都道府県の方が進んでいる。
また、どちらも約４割がネットワークの有無を把握していない。
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５ 質問紙調査結果（調査票１、２）
【社会教育主事の配置状況と社会教育人材の連携（町村）】
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社会教育主事が配置されている自治体ほど、
社会教育人材間の連携が進んでいる。

※社会教育士との連携に関する
５つの質問に対し、一つも当て
はまる項目がない自治体を「連
携していない」とし、「連携し
ている」自治体と比較した。

65.7%

30.0%

24.9%

60.0%

9.4% 10.0%
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50%
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100%

連携していない（n=181） 連携している（n=40）

配置なし（n=131） 単数配置（n=69） 複数配置（n=21）
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ご静聴ありがとうございました。
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